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ふくしま☆スタイル住宅整備・建物等管理事業 基本協定書 

第１章 総則 

福島市(以下「甲」という。)と○○○(以下「乙」という。)は、それぞれ対等な立場における合意に基

づいて、ふくしま☆スタイル住宅整備・建物等管理事業における、住宅等の売買及び建物等管理に関する

基本的事項を定めた基本協定(以下、「本協定」という。)を締結し、信義に従い誠実にこれを履行するもの

とする。 

 

(定義) 

第１条 本協定における各用語は、本文中において特に明示されるものを除き、実施要綱の別紙 1「用語

の定義」の記載に従う。 

 

(協定の構成) 

第２条 本事業の募集要領及び提案書は、本協定と一体のものとして、本協定を構成する。 

 

(法令の遵守) 

第３条 甲及び乙は、本事業を実施するにあたり、建築基準法、建築士法、建設業法、宅地建物取引業法、

公営住宅法その他関連する法令及び条例等を遵守し、誠実かつ円滑に本事業を実施するものとする。 

 

(事業概要と範囲) 

第４条 本事業は、甲が用意する土地(以下、「敷地」という。)において、乙が住宅等を完成させ、これを

甲が買い取り、乙が建物等管理を行う事業である。 

２ 本事業において売買の対象となる住宅等は、次のとおりとする。 

一 実 施 場 所 福島市春日町 26－8 

二 構 造 戸 数 ○○造３階建て ○○戸 

三 施設の概要 １F：公営住宅 高齢単身世帯 ○戸 

        ２～３F：メゾネット型地域優良賃貸住宅 新婚・子育て世帯 ○戸 

３ 本事業の予定履行期限は、次のとおりとする。 

 一 基本協定締結    令和５年 12月下旬 

二 売買契約締結    令和５年 12月下旬 

三 設計書確認     令和６年３月下旬 

 四 工事着手      令和６年５月下旬 

 五 工事完成      令和７年２月上旬 

 六 住宅等引き渡し   令和７年２月下旬 

 七 住宅等の建物等管理 令和７年４月１日（予定）～令和３６年３月３１日 

４ 本事業における売買価格等は、次のとおりとする。 

一 乙の提案価格 

住宅等の建設 1式  ○○,○○○,○○○円(消費税及び地方消費税を含む)



3 
 

住宅等の建物等管理 １式  ○○,○○○,○○○円(消費税及び地方消費税を含む) 

二 工事の着手時期が甲の責に帰する事由により遅れ、その間に建設費が著しく高騰した場合は、乙は

上記金額の増額を請求することができる。ただし、乙は、増額の根拠を明らかにした書類を甲に提出

しなければならない。 

三 管理業務委託において、物価水準の変動、その他やむをえない事由により、上記金額の変更を請求

する場合には、第 40条及び第 41条による。 

 

(甲乙の責務) 

第５条 本協定と併せて、甲及び乙は、住宅等の売買契約を締結する。 

２ 甲は、乙が建設した住宅を適正な価格で購入する責任を負うものとする。 

３ 乙は、自らの資金で住宅等を建設し、甲の買取検査を受検したのちに、引渡す責任を負うものとする。 

４ 本協定に基づき、甲及び乙は、住宅等の管理業務委託契約を締結する。 

５ 乙は、管理業務委託契約に基づき、住宅等の建物等管理を行う責任を負うものとする。 

 

(グループの取り扱い) 

第６条 乙が、グループであるときは、以下のとおりとする。 

一 乙は、代表者の変更をしてはならない。ただし、乙を構成する事業者がその役割を担うことができ

る場合は、甲の承諾を得て変更することができる。 

二 乙は、甲の承諾を得て、グループを構成する代表者以外の事業者を変更することができる。 

三 前二号の変更は、基本協定の変更により確定する。 

 

第２章 住宅等の設計 

(住宅等の設計) 

第７条 乙は、住宅等の工事に必要な設計図書を作成しなければならない。 

２ 前項の設計図書は、募集要領、提案書の要件に合致したものとしなければならない。また、当該住宅

等に対する建築基準法に基づく確認済証、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく設計に関する

住宅評価書、BELS評価書を取得しなければならない。 

３ 甲は、必要に応じて、事業者間の協議及び調整を行い、乙が行う住宅等の設計に対して意見を述べる

ことができるものとし、乙はこれに協力しなければならない。 

 

(調査・測量等) 

第８条 乙は、設計図書を作成するため、必要に応じて敷地の測量、地質調査等を行うものとする。 

２ 前項の調査等の結果が、甲が提示した条件と異なる場合は、甲にその旨を報告しなければならない。 

 

(設計等の確認) 

第９条 乙は、甲に対し、その設計図書の内容が募集要領等及び乙が提出した提案書の条件を満たすこと

について、確認を求めることができる。 

２ 乙は、設計図書作成の過程において疑義が生じた場合、または必要に応じて、甲に対して質問または
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確認を求めることができる。 

 

(設計条件等の変更) 

第 10 条 甲は、募集要領に示した設計条件等の変更が必要と認めたときは、乙に対しその変更内容を通

知し、設計の変更を求めることができる。 

２ 前項の設計の変更による新たな負担は、甲の責に帰する事由による場合は、甲がこれを負担し、乙の

責に帰する事由による場合は、乙がこれを負担する。 

 

(売買契約後の設計変更) 

第 11条 売買契約の締結後、設計図書に変更の必要が生じた場合の措置は、売買契約に定める。 

 

(設計図書の瑕疵) 

第 12 条 乙は、設計図書の変更の有無にかかわらず、設計の瑕疵により生じた前２条に規定する以外の

増加費用負担義務及び損害賠償責任を負う。 

 

(著作権) 

第 13条 甲は、設計図書について、自らの裁量により無償利用する権利を有し、その利用の権利は、本協

定の終了後も存続するものとする。 

２ 前項の設計図書及び住宅等が著作権法(昭和 45年法律第 48号)第２条第１項第１号に定める著作物に

該当する場合には、著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利の帰属は、著作権法の定める 

ところによる。 

３ 乙は、甲が設計図書及び住宅等を次の各号に掲げるところにより利用をすることができるようにしな

ければならず、著作権法第 19 条第１項又は第 20 条第１項に定める権利を自ら行使し、又は著作者(甲

を除く。以下本条において同じ。)に行使させてはならない。 

一 設計図書又は住宅等の内容を公表すること。 

二 住宅等の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で、甲及び甲の委託する第三者をして複製、

配布、展示、改変、翻案その他の修正をすること。 

三 住宅等を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。 

四 住宅等を増築し、改築し、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊すこと。 

 

第３章 住宅等の売買契約 

(売買契約の締結) 

第 14条 甲乙は、基本協定を締結し、売買価格の合意が整ったときは、売買契約を締結する。 

２ 乙は甲に対して、第１項で定める売買契約を締結するまでの間に、宅地建物取引業法第 35 条に定め

る説明を行わなければならない。 

３ 売買価格が議会の議決に付すべき財産の取得に相当する額であるときは、それらの議決後に売買契約

の締結をおこなう。 

４ 甲は、前項の議案が議会で否決された場合は、売買契約を締結しない。
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(売買契約が締結できなかった場合) 

第 15 条 甲乙は、前条による売買契約を締結できなかったときは両者で協議し、本協定を終了すること

ができる。 

２ 前項の規定により本協定を終了した場合は、本協定締結日から前項の終了に至るまでに本事業実施の

ため乙が要した費用はすべて乙の負担とし、乙から甲に対する請求はできないものとする。 

 

第４章 住宅等の建設 

(敷地の供用) 

第 16条 甲は、乙に対して、住宅等の建設のため敷地への立ち入り及び土地の使用を認めるものとする。 

２ 乙は、敷地を第三者の利用に供してはならない。ただし、事前に甲から書面による承認を得たときは、

この限りではない。 

 

(敷地の供用期間) 

第 17 条 乙が、敷地への立ち入り及び土地の使用ができる期間の始期は基本協定締結日とし、終期は住

宅等の引渡し書提出日までとする。 

 

(敷地の維持管理) 

第 18条 乙は、供用期間中、敷地を善良な管理者の注意をもって維持管理しなければならない。 

２ 前項の規定による維持管理に要する費用は、すべて乙の負担とする。 

 

(敷地の供用期間中の事故等の責任) 

第 19条 乙は、供用期間中、敷地内で発生した事故等について、その処理解決に対応する責任を負い、ま

た、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならな

い。 

 

(住宅等の建設) 

第 20 条 乙は、仮設、施工方法その他対象物件の完成のために必要な一切の手段を自己の責任で決定す

るものとする。 

２ 乙は、対象物件の建設に必要な電力、用水、燃料等の調達を自己の責任で行うものとする。 

３ 乙は、基本協定で定めた施工者、工事監理者により、対象物件を建設しなければならない。 

４ 乙は、対象物件について、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく建設に関する住宅性能評価

書の交付を受けなければならない。 

 

(施工期間中の保険) 

第 21条 乙は、自己の費用において、損害保険会社との間で、工事目的物及び工事材料等を火災保険、建

設工事保険等(これに準ずるものを含む。以下本条において同じ。)に付さなければならない。 
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(施工状況の確認) 

第 22条 甲は、対象物件の施工状況について、乙に報告を求めることができる。 

２ 乙は、工事着手に先立ち、実施工程表を甲に提出するとともに、甲に工事の進捗を報告しなければな

らない。 

３ 甲は、必要に応じて、施工現場を確認することができる。 

４ 乙は、施工中である対象物件が、本契約で定めた条件を満たしていることについて、甲の確認を求め

ることができる。 

 

(引渡期限の変更) 

第 23 条 乙は、不可抗力又は法令変更等により引渡期限までの引き渡しが困難な場合、甲に対して引渡

期限の変更を請求することができる。 

２ 甲は、前項による変更請求があった場合、変更がやむを得ない場合には引渡期限の変更を認めるもの

とする。 

３ 前項による引渡期限の変更を事由とする売買価格の変更は行わない。 

 

(設計図書の変更) 

第 24条 乙は、自らの責任で設計図書を変更することができる。ただし、変更前の設計図書で定めた住 

宅等の機能及び性能を下回ってはならない。 

２ 前項による設計図書の変更を事由とする売買価格の変更は行わない。 

３ 甲は、設計図書を変更することが必要となった場合には、速やかに乙と協議を行うものとする。 

４ 前項の協議により、売買価格を変更することが必要となった場合には、甲乙が協議して、その変更金

額を定めるものとする。なお、変更金額の算定は、乙が行うものとする。 

 

(売買価格の変更及び確定時期) 

第 25 条 法令変更等による費用の増減が生じた場合の売買価格の変更及び確定時期は、売買契約書で定

めるものとする。 

 

第５章 買取検査等 

(竣工検査の実施) 

第 26 条 乙は、住宅等の工事を完成した後、室内環境調査を含む竣工検査及び機器等の試運転等(以下、

「竣工検査」という。)を実施しなければならない。 

２ 乙は、各種検査等の実施については、それらの日程及び内容等を実施日の７日前までに甲に書面で通

知しなければならない。 

３ 甲は、乙が実施する各種検査等に立ち会うことができる。 

 

(買取検査の実施) 

第 27条 対象物件完成後の買取検査、引き渡し等については、売買契約書で定めるものとする。
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(住宅等の引き渡し) 

第 28条 乙は、買取検査に合格し、内覧対応等の広報宣伝業務を行った後に、甲に住宅等を引き渡すもの

とする。 

 

第６章 住宅等の建物等管理 

(乙が行う業務の範囲) 

第 29条 本事業において、乙が行う建物等管理の範囲は、次に掲げるとおりとする。 

一 施設の維持管理に関すること 

二 その他甲が定める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の詳細は、ふくしま☆スタイル住宅整備・建物等管理事業 業務仕様書による

ものとする。 

 

(責任者の配置) 

第 30条 乙は、建物等管理を円滑かつ適正に履行するため、業務の拠点を設置し、所長を配置するものと

する。ただし、拠点を新たに設置せず、乙が所有する事務所等を拠点とする場合は、新たに拠点を設け

る必要はない。 

 

(業務従事者) 

第 31 条 乙は業務開始前までに、乙が雇用し本業務に従事する者(以下「業務従事者」という。)の名簿

を、甲が定める様式をもって甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、業務従事者に変更があった場合は、甲が定める様式をもって速やかに届け出るものとする。 

３ 乙は、自らの責任と費用負担で業務従事者の労働安全衛生管理を行うものとする。 

４ 甲は、乙が配置した業務従事者が、本業務を行うことについて正当な理由により不適当と認めた場合

は、理由を付した文書をもって業務の改善を求めることができる。 

５ 乙は、前項の規定に基づく請求があった場合は、正当な理由がない限り、これに応じなければならな

い。 

６ 乙は、前項の規定に基づき、業務の改善を行ったことにより、受託の負担する費用が増加し、又は損

害が発生しても、係る増加費用又は損害について甲に対し、いかなる費用の負担も求めることができな

い。 

 

(業務の範囲又は業務実施条件の変更) 

第 32条 甲又は乙は、必要と認めた場合は、本業務委託の業務の範囲の変更を求めることができる。当該

変更を求める場合は理由を付した文書をもって行うものとする。 

２ 甲又は乙は、前項に定める文書の提出があった場合は、遅滞なく協議に応じなければならない。 

３ 前項の規定に基づく協議の結果により、業務の範囲又は業務実施条件に変更が加えられることにより

生じる業務委託費の変更についても協議の対象とする。 
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(業務時間等) 

第 33条 受付時間は、次のとおりとする。 

一 基本時間 

国民の祝日及び年末年始(12/29～1/3)を除く月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５

分までとし、夏季休暇等については、乙の社内規定による。ただし、応急修繕や緊急度が高い要望修繕

の依頼があった場合には、迅速に対応する場合があるため留意すること。 

二 受付時間の拡大 

乙は前号の基本時間外の時間帯を追加して受付時間を設定することができる。 

２ 前項の規定に関わらず、甲は、特に必要があると認める場合は、受付時間を変更することができる。 

 

(事前準備) 

第 34条 乙は、業務期間の開始に先立ち、本業務委託の実施に必要な資格の保有者及び人材を確保し、必

要に応じ研修を行わなければならない。 

２ 乙は、本業務委託を遂行するために許認可が必要な場合は、乙の責任において、それを取得しなけれ

ばならない。 

３ 乙は、必要と認める場合には、業務期間の開始に先立ち、甲に対して住宅等への立入りを申し出るこ

とができる。 

４ 甲は、乙から前項の申出を受けた場合は、正当な理由のある場合を除いてその申出に応じるものとす

る。 

５ 業務期間の開始に伴う準備に係る費用は、乙が負担するものとする。 

 

(第三者による実施) 

第 35条 乙は、第 29条に定める業務の一部について、委託する業務の内容、委託契約の締結方式及び相

手方等に関して予め甲と文書により協議し承認を得た上で、第三者に委託することができる。 

２ 乙がその業務の一部を第三者に実施させることとなる場合は、すべて乙の責任及び費用において行う

こととし、当該業務に関し乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた増加費用及び損害は、

すべて乙が負担するものとする。 

 

(施設の建物等管理等) 

第 36条 乙は、住宅等の建物及び設備について、甲が別に定める基準に基づき、適切な建物等管理を行わ

なければならない。 

 

(緊急時の対応) 

第 37条 業務期間中、建物等管理の実施に関連し、又は住宅等において事件・事故若しくは火災、地震等

による損傷等(以下「緊急事態」という。)が発生した場合、乙は直ちに必要な措置を講じるとともに、

甲及び関係機関に遅滞なく通報しなければならない。 

２ 乙は、緊急事態が発生した場合は、必要に応じ、その原因を調査し、甲に遅滞なく報告するものとす

る。当該調査に関し、甲は必要な協力を行うものとする。
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３ 乙は、緊急時の連絡網を作成し、甲に提出するものとする。 

 

(事件・事故等の防止及び対応体制) 

第 38条 乙は、事件・事故等を防止し施設の損害等を最小限に止めるため、事件・事故等の防止及び対応

体制等について定めたマニュアル等を作成し、業務従事者を指導しなければならない。 

２ 乙は、前項のマニュアル等に基づき、随時、施設の安全性やサービス内容について点検し、必要な措

置を講じるものとする。 

 

(業務委託費) 

第 39条 甲は、本業務委託の対価として、各年度の市歳出予算の範囲内で乙に業務委託費を支払う。 

２ 甲が乙に支払う業務委託費の額及び支払い方法等は、乙が公募時に提出した提案書類等による提案額

に基づき、各年度に甲と乙が協議し締結する契約書に定めるものとする。 

３ 前項に基づく各年度の協議において、選定時に乙が提案した金額を下回る金額を当該年度の業務委託

費とする場合、乙は、甲に対し、文書をもって建物等管理の内容変更に関する協議を申し出ることがで

きる。 

４ 甲は、前項に定める協議の申出があった場合は、これに応じなければならない。 

 

(業務委託費の変更) 

第 40条 各年度中の物価水準の変動、その他やむをえない事由により、甲又は乙が、各年度の当初に合意

した業務委託費が不適当と認めたときは、相手方に対し、文書をもって業務委託費の変更に関する協議

を申し出ることができる。 

２ 甲及び乙は、前項に定める協議の申出があった場合は、これに応じなければならない。 

３ 業務委託費変更の要否及び業務委託費の額の変更は、甲と乙の協議により定めるものとする。 

 

(賃金水準の変動への対応) 

第 41条 委託期間中の賃金水準の変動に応じて、人件費を変更し、各年度の業務委託費を支払うものとす

る。また、変動分がマイナスの場合も業務委託費に反映するものとする。 

２ 賃金水準の変動は、次年度の業務委託費に反映するものであり、当該年度の変動は乙の負担とする。 

３ 甲又は乙は、社会情勢等の著しい変動により、賃金水準の変動を業務委託費に反映することが不適当

と認めた場合には、相手方に対して協議を申し出ることができる。 

４ 甲及び乙は、前項に定める協議の申し出があった場合は、これに応じなければならない。 

５ 業務委託費への反映の有無については、甲と乙の協議により定めるものとする。 

６ 年度途中の基礎単価及び人員配置の変動に伴う人件費の変更については乙の負担とする。なお、次年

度以降にわたるような恒常的かつ大幅な変更については、別途協議するものとする。 

 

(保険) 

第 42条 乙は、業務期間中、乙を被保険者、甲を追加被保険者とする施設賠償責任保険に加入しなければ

ならない。なお、対人補償の保険金額は１億円以上とする。
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(不可抗力発生時の対応) 

第 43 条 不可抗力の発生により甲又は乙に損害、損失又は増加費用が発生する恐れがある場合、乙は早

急に適切な対応措置をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよう努力

しなければならない。 

 

(不可抗力による業務実施の一部免除) 

第 44 条 不可抗力の発生によって本業務委託の一部の実施ができなくなったと認められる場合、乙は不

可抗力により受ける影響の限度において、本協定に定める義務を免れるものとする。 

２ 乙が不可抗力により本業務委託の一部を実施できなかった場合、甲は、乙と協議のうえ、乙が当該業

務を実施できなかったことにより免れた費用分について、業務委託費から減額することができるものと

する。 

３ 前項の規定に基づき、甲は、乙に支払った業務委託費の全部又は一部の返還を求めることができる。 

 

(甲による契約の取消等) 

第 45条 甲は、乙による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取消し、又は期間

を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の乙による管理を継続することが適当でないと認められるときとは、次の場合とする。 

一 乙が当該施設の設置条例又は協定の規定に違反したとき 

二 乙が業務仕様書等に基づく報告の要求又は調査に対して、これに応じず又は虚偽の報告を行い、若

しくは調査を妨げたとき 

三 乙が業務仕様書等に基づく甲の指示に従わないとき 

四 乙が当該施設の受注者公募要項に定める資格要件を失ったとき 

五 申込みの際に乙が提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき 

六 乙の経営状況の悪化や組織再編行為等により業務委託を継続することが不可能又は著しく困難に

なったと判断されるとき 

七 乙の本業務委託に直接関わらない法令違反等により、当該団体に業務委託を継続させることが、社

会通念上著しく不適当と判断されるとき 

八 乙の責に帰すべき事由により業務委託が行われないとき 

九 不可抗力により業務委託の継続が著しく困難になったと判断されるとき 

十 乙から、次条に基づく契約の取消又は業務委託の全部若しくは一部の停止を求める書面による申し

出があったとき 

十一 当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき 

十二 その他、乙による業務委託を継続することが適当でないと甲が認めるとき 

３ 第１項の規定により指定を取消し、又は本業務委託の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、

乙に損害又は増加費用が生じても、甲はその賠償の責めを負わないものとする。 

４ 甲は、第１項の規定により、年度途中において、甲が乙との契約を取消し、又は業務委託の全部若し

くは一部の停止を命じたときは、乙が既に受領している当該年度の業務委託費の全部又は一部の返還を

求めることができる。
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５ 第１項の規定により契約の解除、又は業務委託の全部若しくは一部の停止を命じた場合、乙の責めに

帰すべき事由により甲に損害が生じたときは、乙は甲に対して賠償をしなければならない。 

 

(不可抗力による契約の取り消し等) 

第 46 条 甲又は乙は、不可抗力の発生に起因した事故等により、本業務委託の継続等が困難と判断した

場合は、相手方に対して契約の取り消し又は業務委託の全部若しくは一部の停止に関する協議を求める

ことができるものとする。 

２ 前項の協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は、契約の取り消し又は業務委託の全部若し

くは一部の停止を行うものとする。 

３ 前項の指定の取消によって乙に発生した損害及び増加費用は、合理性が認められる範囲で甲が負担す

ることを原則として、甲と乙の協議により決定するものとする。 

 

第７章 その他 

(守秘義務) 

第 47 条 乙及び業務従事者は、本事業の実施により知り得た秘密及び甲の行政事務等で一般に公開され

ていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならない。 

２ 前項の規定は、本事業の終了後においても同様とする。 

 

(個人情報の保護) 

第 48 条 乙は、個人情報について、個人情報の保護に関する法律及び個人情報の保護に関する法律につ

いてのガイドライン(通則編)に基づき、個人情報の具体的な取扱いに係る規律を整備するほか、個人情

報の保護に関する法律及び福島市個人情報の保護に関する法律施行条例その他秘密保持に関するすべ

ての法令等を遵守すること。 

２ 前項の規定は、本事業の終了後においても同様とする。 

 

(文書管理) 

第 49条 乙は、本事業の実施に係る文書の作成、管理及び保存を適切に行わなければならない。 

 

(甲による協定の終了) 

第 50条 甲乙が、本協定の各条項に定める事項に違反した場合は、甲又は乙は、相手方に書面で通知する

ことにより、本協定の全部を解除して終了させることができる。 

２ 売買契約又は管理業務委託契約が解除された場合は、本協定の全部を解除し終了する。 

３ 乙が次のいずれかに該当する場合、甲は本協定の全部を解除して終了させることができる。 

一 役員等(乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しく

は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。)が暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77号)第２条第６号に規定する暴力団員(以

下この号において「暴力団員」という。)であると認められるとき。 

二 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。
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以下この号において同じ。)又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

三 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

五 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

六 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が第一号から第五号まで

のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

七 乙が、第一号から第五号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その

他の契約の相手方としていた場合(第六号に該当する場合を除く。)に、甲が乙に対して当該契約の解

除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

４ 甲は、第３項の規定により本協定が終了する場合において乙と契約を締結しているときは同契約を解

除する。 

 

(談合その他不正行為による協定の終了) 

第 51 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本協定の全部を解除して終了させることが

できる。 

一 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

(昭和 22年法律第 54号、以下「独占禁止法」という。)第 49条に規定する排除措置命令を行い、当該

排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第 62 条第１項に規定する課徴金の

納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

三 乙(乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)に対し、刑法(明治 40年法律第 45号)第 96条

の６の規定による刑が確定したとき。 

 

(不可抗力等による協定の終了) 

第 52 条 法令変更又は不可抗力により本事業の継続が困難であると認められる場合、乙は、甲に書面で

通知することにより、本協定の全部を解除して終了させることができる。 

２ 売買契約締結後に協定を終了した場合の処理は、売買契約で定める。 

３ 管理業務委託契約締結後に協定を終了した場合の処理は、管理業務委託契約で定める。 

 

(公租公課の負担) 

第 53 条 本協定に関連して生じる公租公課の負担については、特段の規定がある場合を除き、すべて乙

の負担とする。 

 

(本協定上の地位の譲渡等) 

第 54条 乙は、甲の事前の承諾がある場合を除き、本協定上の地位及び権利義務を第三者に譲渡、又は、

担保に供する等の処分をしてはならない。 
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(損害賠償等) 

第 55条 乙は、故意又は過失により本事業を実施する建物・設備を損傷し、又は滅失したときは、それに

よって生じた損害を甲に賠償しなければならない。ただし、甲は特別の理由があると認めたときは、そ

の全部又は一部を免除することができるものとする。 

２ 甲の責めに帰すべき事由により乙に損害が生じた場合は、乙は当該損害の賠償を甲に請求することが

できる。 

 

(第三者への賠償) 

第 56 条 本事業の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、乙は自己

の負担においてその損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害(次条の規定により加入した保険等

により填補された部分を除く。)のうち甲の責めに帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担

する。 

２ 前項ただし書きの場合で、甲及び乙の負担の割合が不明なときは、両者の協議により、負担の割合を

定める。 

３ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により第三者に発生した損害について、乙に代わって第三者に賠償し

た場合、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を乙に対して求償することができる。 

 

(協定の変更) 

第 57 条 本事業に関し、本事業の前提となる条件若しくは内容が変更されたとき又は特別な事情が

生じたときは、甲と乙の協議により本協定の規定を変更することができるものとする。 

 

(疑義等の決定) 

第 58 条 本協定に定めのない事項及び本協定の解釈に関して疑義が生じた事項については、その都度、

甲乙が協議の上これを決定する。 

 

(管轄裁判所) 

第 59 条 本協定に起因する紛争に関する訴訟については、福島地方裁判所を第１審の専属管轄裁判所と

する。 
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 本協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、当事者記名押印のうえ甲乙が原本各１通を保有

する。 

 

令和５年  月  日 

 

(甲)福島市 

  住 所     福島県福島市五老内町３番１号 

  氏 名     福島市長  木幡  浩   印 

 

 

(乙)○○○○グループ 

  代表事業者 

  住 所      

  商号又は名称   

  氏 名 印 

 

  宅地建物取引業者 

  免許証番号      知事   (   )第    号 

  事務所所在地 

  代表者氏名 

  宅地建物取引士    登録番号   知事第    号 

 

  構成員である施工者 

  商号又は名称 

  氏 名 印 

 

  構成員である設計・工事監理者 

  住 所 

  商号又は名称 

  氏 名 印 


